


















研究要旨:少子化の現在、女性は自分の一生の中で数少ない出産の機会を貴重な体験と捉え、

自ら納得する子産み子育てを模索し始めた。最近、自然出産や継続的で家庭的なケァを求

めて助産所及び自宅出産を希望する者は増加傾向にある。 

分娩は正常な生理現象とはいえ、たえず生命の危機に関わる異常への移行する可能性を秘

めている。そこで、助産所での出産や、自宅での出産においては、それに備えた安全性へ

の対応が重点課題となる。その課題を検討する前段階として、今回は、地域における助産

婦の活動実態調査を実施し、業務量と業務内容の両面から検討した。 

その結果、地域における助産婦は市町村委託業務に多くが従事していた。また、助産所内

外においても多岐にわたる業務に従事し、長時間を費やし、丁寧な対応をしており、母子

保健事業全般に大きく貢献していた。特に電話相談では、無料の電話相談等、福祉的業務

量が多くあった。また、昼夜問わずの相談、電話番号を公開していない助産婦への相談や、

助産婦と面識のない者からも相談を受けていた。 

有床開業助産婦は 1 日 17 時間と過重労働になっていることが明らかになった。 

このような、実状から、今後は 24 時間体制の助産婦による公的な電話相談窓口の設置が望

まれる。 


